
〔重要な会計方針〕

１．減価償却の会計処理方法

　　　 (1) 有形固定資産（リース資産を除く。）

　　 　　　　　定額法を採用しております。

　　　　　　　 なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　建        物 

　　　　　　　　　　構　 築　 物

　　　　　　　　　　工具器具備品

　　　 (2) 無形固定資産

　　　　　 　　定額法を採用しております。

　　　　　 　耐用年数としております。

　　　 (3) リース資産

　　　　　 　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．貸倒引当金の計上基準

３．賞与引当金の計上基準

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法

　　　す。

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、各事業年度の発生時において費用処理しておりま

退職一時金については、期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

　　　適用しております。

　　　業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

　　　については期間定額基準によっております。

　　　権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

企業年金基金から支給される年金給付については、役職員の退職給付に備えるため、当該事

役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき金額を計上して

　　　おります。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

年９月21日改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する

Q＆A」（令和４年３月最終改訂）（以下「独立行政法人会計基準等」という。）のうち、時価の算定に係る改訂

な お 、 法 人 内 利 用 の ソ フ ト ウ ェ ア に つ い て は 、 法 人 内 に お け る 利 用 可 能 期 間 （ ５ 年 ） を

独立行政法人勤労者退職金共済機構

財形勘定

当事業年度より、改訂後の 「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年

内容を適用して、財務諸表等を作成しております。

なお、独立行政法人会計基準等のうち、収益認識に係る改訂内容は令和５事業年度から適用します。

8 ～ 15 年

13 年

4 ～ 20 年



５．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　(1) 貯蔵品

  　　　　　移動平均法による低価法

６．債券発行差額の償却方法

７．リース取引の処理方法

　　　　係る方法に準じた会計処理によっております。

　　　　に係る方法に準じた会計処理によっております。　　 

８．消費税等の会計処理

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっております。

１．金融商品の状況に関する事項

　 (1) 金融商品に対する取組方針　　　　　　　

　 (2) 金融商品の内容及びそのリスク　　　　　　　

　 (3) 金融商品に係るリスク管理体制　　　　　　　

　　　ます。

われており、業務要領等に従い個別案件ごとに定められた与信審査等を行うとともに、問題債

権については、信用リスクに合わせた適切な対応を行っております。また、借入金及び財形住

宅債券については、厚生労働大臣により認可された資金計画に従って、資金調達を行っており

資金の運用は、独立行政法人通則法（平成11年７月16日法律第103号）第47条の規定等に基づ

　　　く資金運用規程を定めており、金利変動による市場リスクの管理を図っております。

財形勘定における貸付は、勤労者財産形成促進法（昭和46年６月１日法律第92号）に基づき行

　　　可能性があります。

借入金及び財形住宅債券は、貸付金の 原資 とし てお り、 金利 変動 リス クに 晒さ れて いる とと

　　　もに、貸付期間と償還期間のミスマッチによる流動性リスクに晒されております。

　　　　貸付業務は金融機関からの借入金及び財形住宅債券を財源としております。

財形勘定において保有する主な金融資産 は、 短期 の預 金、 貸付 金で あ り ます 。貸 付金 は、

国 内 の 法 人 な い し 個 人 に 対 す る も の で あ り 、 信 用 リ ス ク に 晒 さ れ て お り 、 債 務 不 履 行 と な る

〔貸借対照表注記〕

財形勘定では、勤労者の財産形成に関する業務を行っており、主たる業務として、財産形成

　　　の促進及び生活安定のための持家取得資金の貸付を行っております。

　　　　　債券発行差額は、債券の償還期間にわたって償却しております（定額法）。

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 以 上 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 売 買 取 引 に

リ ー ス 料 総 額 が 300 万 円 未 満 の フ ァ イ ナ ン ス ・ リ ー ス 取 引 に つ い て は 、 通 常 の 賃 貸 借 取 引



２．金融商品の時価等に関する事項

及び預金については短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

 （注） 負債に計上されるものは（　）で示しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

 ルに分類しております。

レベル１の時価：　同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：　レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：　重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　　　　　　　　　　　 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

　　　　　　　　　　　 プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに

　　　　　　　　　　　 時価を分類しております。

　 (1) 時価をもって貸借対照表計上額としない金融商品

　 (注)時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

　  財形融資貸付金、財形融資資金貸付金

　 　  財形融資貸付金及び財形融資資金貸付金の時価については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、

　  信用リスクを反映した割引率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。また、現金

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベ

貸借対照表

計上額(円)

　(1)財形融資貸付金 250,586,833,562 250,594,903,450 8,069,888

　(2)財形融資資金貸付金 7,744,372,450 7,854,459,496 110,087,046

　(3)破産更生債権等 45,734,844

　　　　　貸倒引当金 △ 45,734,844

－ － －

　(4)長期借入金 (46,666,000,000) (47,348,673,155) (682,673,155)

　(5)財形住宅債券 (201,250,000,000)

　　　　　債券発行差額 （△95,732,805）

(201,154,267,195) (201,228,166,172) (73,898,977)

時価(円) 差額(円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

　(1)財形融資貸付金 － 250,594,903,450 － 250,594,903,450

　(2)財形融資資金貸付金 － 7,854,459,496 － 7,854,459,496

　(3)破産更生債権等 － － － －

　(4)長期借入金 － 47,348,673,155 － 47,348,673,155

　(5)財形住宅債券 － 201,228,166,172 － 201,228,166,172

区分
時価



　  破産更生債権等

　  インプットが観察不能であることから、レベル３の時価に分類しております。

　  長期借入金、財形住宅債券

　  形住宅債券には、一年以内に返済予定のものが含まれております。

　４．退職給付に関する事項

　 (1) 採用している退職給付制度の概要　　　　　　　

　 (2) 確定給付制度　　　　　　　

 　 ① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表(③に掲げられたものを除く)

　　　　　期首における退職給付債務

　　　　　　勤務費用

　　　　　　利息費用

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における退職給付債務

 　 ② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における年金資産

　　　　　　期待運用収益

　　　　　　数理計算上の差異の当期発生額

　　　　　　事業主からの拠出額

　　　　　　退職給付の支払額

　　　　　期末における年金資産

 　 ③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　期首における退職給付引当金

　　　　　　退職給付費用

　　　　　　退職給付への支払額

　　　　　期末における退職給付引当金

△ 705,472円

△ 1,915,201円

285,502,086円

42,442,867円

262,378,790円

23,828,768円

4,752,000円

△ 1,938,652円

68,271,066円

41,544,720円

0円

2,331,275円

△ 1,938,652円

退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金

　　　を支給しており、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。

65,078,805円

2,474,244円

325,394円

当機構は、役職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度として、企業年金基金

　　　制度及び退職一時金制度を採用しております。

企業年金基金制度（積立型制度）では、労働関係法人企業年金基金に加入しており、給与と勤務

　　　期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。

破産更生債権等については、担保及び保証による回収可能見込額等に基づいて貸倒見積高を算定して

いるため、時価は当事業年度末日における貸借対照表価額から貸倒見積高を控除した額としており、重要な

長期借入金及び財形住宅債券の時価については、元利金合計額の将来キャッシュ・フローを、信用リスク

を反映した割引率で割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。なお、長期借入金及び財



 　 ④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

　　　　　積立型制度の退職給付債務

　　　　　年金資産

　　　　　積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　非積立型制度の未積立退職給付債務

　　　　　小計

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

　　　　　退職給付引当金

　　　　　前払年金費用

　　　　　貸借対照表に計上された負債と資産の純額

 　 ⑤ 退職給付に関連する損益

　　　　　勤務費用

　　　　　利息費用

　　　　　期待運用収益

　　　　　数理計算上の差異の当期の費用処理額

　　　　　簡便法で計算した退職給付費用

　　　　　合計

 　 ⑥ 年金資産の主な内訳

　　　　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。

　　　　　　債券

　　　　　　株式

　　　　　　生命保険一般勘定

　　　　　　その他

　　　　　合計

 　 ⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載

 　 ⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項

　　　　　　割引率 0.5%

　　　　　　長期期待運用収益率 0.0%

325,394円

311,330,285円

年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しており

　　　  ます。

　　　　　期末における主要な数理計算上の計算基礎

5.6%

25.6%

100.0%

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、

17.6%

23,828,768円

30,874,882円

51.2%

0円

4,246,476円

0円

311,330,285円

2,474,244円

311,330,285円

311,330,285円

△ 42,442,867円

25,828,199円

285,502,086円

68,271,066円



　５．資産除去債務に関する事項

〔行政コスト計算書注記〕

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト

行政コスト

自己収入等

機会費用

独立行政法人の業務運営に

関して国民の負担に帰せられるコスト

２．機会費用の計上方法

　 (1) 政府出資又は地方公共団体出資等から生ずる機会費用の計算に使用した利率

　　　　10年利付国債の令和５年３月末利回りを参考に0.320％で計算しております。

　 (2) 国又は地方公共団体との人事交流による出向職員から生ずる機会費用の計算方法

　　　おります。

〔キャッシュ・フロ－計算書注記〕

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金

うち定期預金

（差引）資金残高

債務に関する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことか

ら、資産除去債務を合理的に見積もることができません。そのため当該資産に見合う資産除去債務

　を計上しておりません。

当機構は、賃貸借契約に基づく事業所等の退去時における原状回復義務を有していますが、当該

3,653,312,447円

0円

3,653,312,447円

1,601,675,941円

△ 1,775,835,005円

△ 27,999,077円

△ 202,158,141円

当該職員が国又は地方公共団体に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人

での勤務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算して


